
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

台湾の商標登録出願について 

 

台湾の現行の商標法は、登録主義及び先願主義を採用しています。台湾の商標

法第 2 条は、商標権、証明標章権、団体標章権、又は団体商標権を取得しようと

する者は、法に従って登録出願をしなければなりません。 

 

つまり、台湾に居住しているか否かを問わず、個人及び法人を含む全ての者は、

自社の商品又はサービスを他社のものと差別化するために、台湾における商標

の独占権を取得しようとする場合、台湾の商標法に従って台湾の知的財産権登

録機関（台湾智慧財産局）に商標登録出願を提出する必要があります。 

 

1. 台湾の知的財産権登録機関 

 

台湾での商標登録は、商標法によって規制されています。商標法におい

て、商標法の管轄機関は台湾経済部となります。経済部の管轄下の台湾

智慧財産局（TIPO）は、台湾の特許、商標、著作権事務所です。 

 

2. 商品・サービスリスト 

 

台湾はニース協定に加盟していませんが、一般的に商品・サービス国際分

類（ニーズ分類）に従っています。台湾の分類も日本で採用されているもの

と類似しています。現在、ニース分類は第 11版に改訂されてきました。 

 

3. 商標代理人 

 

商標登録出願及び関連手続は、出願人本人又はその代理人が処理しま

す。商標代理人とは、台湾以内に住所を有している自然人であって、出願

人の利益のために、出願人の代理人とし、法令の規定に基づき、商標管轄

当局に商標の使用許可、許諾などを申請する者をいいます。 

 

4. 商標の構成 

 

商標は、文字、記号、色、立体的な形状、動き、ホログラム、音、又は上記

のいずれかの組み合わせで構成されます。 
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5. 商標登録の有効期間 

 

商標登録の有効期間は 10 年間となります。商標権者は、商標登録の有効期間満了後の 6 ヶ月

以内に延期を申請することができます。延長の回数は制限がありませんが、1 回の延長は有効期

間が 10年間伸びます。最初の商標登録の有効期間は出願日から起算されます。 

 

6. 必要な書類、情報 

 

商標登録出願のために、出願人は商標の名称及び商品・サービスやその分類を記載した出願書

を関連機関に提出する必要があります。商品、サービスの分類は商標権の及ぶ範囲を決める重

要な基礎となるため、明確に記載される必要があります。また、出願人は 1 商標を複数の分類に

登録出願を行うことができます。 

 

商標法により、出願人は商標登録を取得するために、商標に含まれる説明性又は非特定性が排

他的でないことを宣言しなければならないことになります。その目的は、商標権の及ぶ範囲をめぐ

る紛争を防止することです。紛争がない場合、商標管轄機関は法に従って非排他性を宣言するこ

とを通じ、審査プロセスを簡略化し、効率を向上することができます。 

 

7. 出願事項の変更 

 

商標登録出願が商標当局に提出された後、出願人は名称、住所、代理人などの出願事項につい

て、商標管轄機関に変更申請を提出することができます。全ての出願事項が変更可能ではありま

せん。商標の色、形状、指定商品・サービスの変更は一般的に認められません。 

 

8. 先願主義 

 

先願主義とは、商標登録出願の審査順序によって権利取得の順序が決まる主義をいいます。同

一又は類似の商品について指定された同一又は類似商標の登録出願があった場合、先に出願さ

れた商標が登録されます。 

 

9. 商標の優先権 

 

台湾商標法第 20 条は、優先権を相互承認している国又は世界貿易機関（WTO）加盟国において

商標登録を出願した出願人は、最初の出願日から 6 ヶ月以内に台湾において同一の商品又はサ

ービスの一部又は全部について商標登録を出願した場合、優先権が主張可能であることを台湾

が認めると規定しています。WTO 加盟国の国民ではなく、かつ台湾と優先権を相互承認していな

い国の、互恵国又は WTO 加盟国の領域内に住所又は事業所を有する外国出願人は、前述の規

定に従って優先権を主張することができます。 

 

優先権制度とは、商標出願人を一定期間内に出願地以外での商標権の侵害から保護する規定

であり、第三者がある国・地域で登録された商標権を他国で悪意に商標出願をすることを防止す

ることが主な目的です。 
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10. 登録異議申立 

 

第三者は、商標登録の公告期間内に登録出願中の商標に対して異議申立を提出することができ

ます。異議申立人は、台湾智慧財産局に異議申立理由書を提出し、異議申立の理由及び証拠を

提示し、当該商標の登録出願の取下げを申請する必要があります。その後、当該商標の出願人

は登録出願を維持すべき理由を提出することができます。智慧財産局は、両当事者からの資料を

受けた後、出願について決めます。 

 

登録済の商標又は公告期限切れの商標は、第三者からの登録異議申立により、登録が失効する

か出願が取り下げる場合もあります。登録無効の手続は登録出願の手続と類似しています。登録

無効又は登録異議申立の理由は一般的に、当該商標が既に登録済の商標と酷似しているか、又

は当該商標が単に商品又はサービスの説明を保護するものに過ぎないことです。 

 

商標は 3 年以上使用されていない場合、又は商標権者が商標を変更した後、当該商標が登録済

の商標と酷似してなる場合など、登録商標はある原因で登録が取り下げられる可能性があります。 

 

11. 登録費用 

 

台湾での商標登録出願費用について、弊所の「台湾商標登録の手続と費用」をご参照ください。 

 

12. 所要時間 

 

台湾智慧財産局は、1 年以内に出願処理を完了することを約束します。通常、台湾智慧財産局は

出願日から 12 ヶ月以内に登録手続を完了し、商標登録証明書を発行します。前述の時間には、

補足書類対応又は第三者による異議申立への対応に必要な時間が含まれていません。 

 

詳細情報とサポートをご希望の方、お手数ですが、下記の連絡先とお問い合わせください。 

メール：info@kaizencpa.com  

固定電話： +852 2341 1444  

携帯電話： +852 5616 4140、+86 152 1943 4614 

ライン・WhatsApp・Wechat： +852 5616 4140 

Skype: kaizencpa 

公式ウェブサイト：www.kaizencpa.com 
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